様式－５－１

	町長
	副町長
	教育長
	課長
	課長補佐
	係長
	係
	合議

	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

　隠岐の島町長　　　　　　　　　　様

受注者　住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　㊞

（TEL）

現場代理人及主任技術者等変更届
このことについて、下記のとおり変更したので届出ます。

記
1．工　事　名
2．工事場所
3．契約年月日
4．変更事項
	
	変　更　前
	変　更　後
	資格区分

	現場代理人
（ 生年月日 ）
	（ ）
	（ ）
	

	〔専任の〕主任技術者
（ 生年月日 ）
	（ ）
	（ ）
	

	監理技術者
（ 生年月日 ）
	（ ）
	（ ）
	

	専門技術者（ 生年月日 ）
	（ ）
	（ ）
	


　　
提出様式－５－１　（裏　面）

【記入上の注意】

· 資格区分は、建設業法施行規則別表（二）に規定する資格名を記入する。
· 現場代理人は、現場に常駐するものでなければならない。

· 公共性のある工作物に関する請負金額4,000万円以上（建築一式工事は8,000万円以上）の工事については、上記の規定により配置される主任技術者又は監理技術者は、工事現場ごとに専任の者でなければならない。

【添付書類】

　現場代理人については、(1)に掲げる書類を、配置技術者については、(1)及び(2)に掲げる書類を添付すること。
(1) 常勤制を証明する次のいずれかの書類の写し

1 健康保険被保険者証（表紙部分）の写し

2 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し

3 健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し

(2) 資格証明書又は実務経験証明書等の写し


配置技術者が監理技術者の場合は、監理技術者資格者証の写し及び監理技術者　講習終了証の写しも必要。
【用語の定義】

○現場代理人　　請負契約の的確な履行を確保するため、工事現場の運営及び取締りのほか工事の施工及び契約関係事務に関する一切の事項を処理する者として工事現場に置かれる受注者の代理人である。

　○主任技術者　　工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる者として建設業法第26条１項により配置が義務づけられている技術者のことである（該当者は、建設業法第７条第２号に該当する者）。

○監理技術者　　下請契約の請負代金の額（下請契約が２以上あるときは、それらの請負代金の総額）4,500万円以上（建築一式工事は7,000万円以上）になる場合において、元請業者である特定建設業者が、当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる者として、建設業法第26条第２項により配置が義務づけられている技術者（該当者は、建設業法第15条第２号に該当する者）。

　○専門技術者　　土木工事業又は建築工事業を営む者が、土木一式工事又は建築一式工事以外の建設工事を施工するとき、又は許可を受けた建設工事に付帯する他の建設工事を施工する場合において、建設業法第26条の２により配置することが要求されている技術者。

例：土木工事業者が土木一式工事を請け負い、この工事の中に管工事があった場合は、管工事の主任技術者を置かなければならない。　自社に居ない場合は、下請の専門業者となる。
